



















三　 中世後期：レグナーノのヨハネス『戦争、復仇と決闘について（De bello, de 
represaliis et de duello）』
　　 1 　戦争の分類
　　 2 　「普遍的戦争（bellum universale）」と「個別的戦争（bellum particulare）」
　　 3 　第 5 論文「復仇について（De Represaliis）」
　　 4 　まとめ






　「内戦」（〔英〕civil war, 〔仏〕guerre civile, 〔独〕Bürgerkrieg）は、「国際法上、
…、一般的には一国の領域内における合法政府と反乱団体間ないし革命・独立
の運動団体との間（ときには反乱団体間）でその国の支配権力または分離独立
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をめぐって争われる武力抗争を指す」とされている（ 1 ）。また、「内乱
（rebellion）」、「非国際的武力紛争（non international armed conflict）」、「国際的性















（ 1 ）　国際法学会編『国際関係法辞典（第 2 版）』（三省堂、2005年）、669頁。
（ 2 ）　筒井若水編『国際法辞典』（有斐閣、1998年）、260頁。
（ 3 ）　西洋の正戦論の発展史およびその中で提示される暴力行使の際の基準について、取り扱う時代
順に、Bernard T. Adeney, Four Moral Approaches to War in the History of Just War Theory, as Chapter 2  
of the same author, Just War Political Realism and Faith, N.J. & London, 1988, pp. 23⊖48; Frederick H. 
Russell, The Just War in the Middle Ages, Cambridge University Press, 1975; Richard Tuck, The Rights of 




































（ 6 ）　David Armitage, Civil Wars: A History in Ideas, New York, 2016. デイヴィッド・アーミテイジ著、
平田雅博・阪本浩・細川道久訳『〈内戦〉の世界史』（岩波書店、2019年）



























1 』（京都大学学術出版会〈西洋古典叢書〉、2000年）、 4 頁。また、同様の認識は、戦争末期の
帰趨について補足したクセノポンにも共有されているように見える。根本英世訳『クセノポン 























（ 8 ）　「国家」351d⊖352a. 田中美知太郎編『プラトンⅡ〈世界の名著 7 〉』（中央公論新社、1978年）、
101⊖102頁。
（ 9 ）　「国家」 5 巻470b4⊖9. 前掲注 8 , 173⊖174頁。
（10）　「国家」462a2⊖b1. 前掲注 8 、171頁。「法律」第 1 巻629d.
（11）　例えば、プラトンに記されているソクラテスの理想的国制に対する批判を行う際に、「政治学」
2 巻 5 章1264b 8 , 同 2 巻 6 章1265b12, 同 2 巻 7 章1266a38, などで内乱・内紛に関する考えが現れ
ている。神崎繁・相澤康隆・瀬口昌久訳『アリストテレス全集　17』（岩波書店、2018年）、80, 
85, 90頁。
（12）　「政治学」 5 巻 2 章1302a18⊖b3. 前掲注11, 253⊖255頁。
（13）　「政治学」 5 巻 1 章1301a39⊖b29. 前掲注11, 249⊖250頁。














がれた（15）。ラテン語の中で内戦を表す言葉は、“bellum civile” または “guerra 
civilis” であり、まさに「市民同士の戦争」を意味する。その用語法の顕著な
例は、何よりも、内乱の重要な当事者の 1 人でもあるカエサルの『内乱記















る覚書（C. Iulii Caesaris Commentarii Rerum Gestarum）』とされていたのであ
り、また、本文中で、著者カエサルは “bellum civile” の用語を用いていないの
である。これらのことから、便宜上、『ガリア戦記』の方を “Commentarii de 
Bello Gallico”、『内乱記』の方を “Commentarii de Bello Civili” 等と区別するよう
になっていったのは後世のことであると推測される（16）。





援を要請した際に、その中の 1 人であるマルクス・ファヴォニウス（Marcus 














（17）　Brut. 12. 3⊖4. Plutarch, Bernadotte Perrin （transl.）, Lives VI: Dion and Brutus, Timoleon and Aemilius 
Paulus, as vol. 98 of Loeb Classical Library by Harvard University Press, 1918, p. 150. 河野与一訳『プ
ルターク英雄伝 11』（岩波文庫、1956年）、276頁。
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ローマ人の内戦に関する認識を形作ったものとも言える（18）。13巻から17巻の題
目は、それぞれ、『内乱記 1 ：スッラ』、『内乱記 2 ：ユリウス・カエサル』、





た奴隷反乱（例として、第 1 次奴隷戦争、Prima guerra servile, 前135―前132年














Gentili, John C. Rolfe （transl.）, De iure belli libri tres as no. 16 of James Brown Scott （gen. ed.）, The 
Classics of International Law （Oxford: Clarendon Press; London: Humphrey Milford, 1933）, p. 438. ま
た、同第 3 巻として収録されるグロティウス『戦争と平和の法』の付録索引によると、同書にお
けるアッピアノスへの言及は、戦史よりさらに取材の幅を広めて合計91箇所にも及んでいるとい
う。 Hugo Grotius, Francis W. Kelsey, etc. （transl.）, as no. 3 of James Brown Scott （gen. ed.）, The 
Classics of International Law （Oxford: Clarendon Press; London: Humphrey Milford, 1925）, p. 891.
（19）　Appian, John Carter （transl.）, The Civil Wars, Penguin Classics, New Ed Edition, 1996.
（20）　Dig. 50. 15. 1. 2. Ulpianus 1 de cens.
















ある戦いが、――“bellum civile” あるいは “guerra civilis” のいずれの表記である
にせよ――内戦にあたるのか否かが判断されていた基準として、以下の 4 点を









（22）　Linda Jones Hall, Roman Berytus: Beirut in Late Antiquity, Routledge, 2004, p. 51.
（23）　CJ. 1. 17. 2. 6b.
（24）　CJ. 6. 51. 1pr.

































ナーノのヨハネス（Giovanni da Legnano、c. 1320⊖83）の『戦争、復仇と決闘




　本書において著者は、まず第 1 部と第 2 部を用いてそれぞれ簡略に戦争
（bellum）の定義と分類を述べたうえで、第 3 部において分類に従い各種の戦
争における法と注意事項を論じている。レグナーノのヨハネスによれば、戦争
（bellum）は、（a）. 天上の霊的な戦争（第 1 論文）、（b）. 人間の霊的戦争（第 2
（25）　グラティアヌスの教令集において暴力行使につき集中的に扱われているのは第 2 部法律問題23





ゆるグラーティアヌスの正戦論について――Decretum Gratiani, Pars II; Causa XXIII に関する若干
の考察」第 4 節、比較法史学会編『法生活と文明史』（未来社、2003年）、ならびに、拙著「中世
キリスト教徒による「正しい」暴力行使――グラティアヌスの教令集第 2 部法律事件23を素材に
（ 1 ⊖ 3 ・完）」、『東洋法学』60巻 3 号⊖61巻 2 号、などを参照のこと。




際法の学説史の原点と位置づけされている。Giovanni da Legnano, Thomas Erskine Holland （ed.）, 
James Leslie Brierly （transl.）, De Bello, De Represaliis et De Duello, as no. 8 of James Brown Scott （gen. 
ed. ）, the Classics of International Law （Oxford, 1917）. なお、本稿では、原文の理解と訳出に当たっ
てブライアリーによる英訳を参照しており、以降脚注の中でラテン語原文および英訳のそれぞれ
の参照箇所を併記しておく。
（27）　前掲注26, Introduction, pp. ix, xxxi⊖xxxii.
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論文）、（c）. 普遍的肉体的戦争（第 3 論文）（bellum universal corporale）、（d）. 
自己防衛における肉体的私戦（第 4 論文）、（e）. 神秘的身体（corpus mysticus）
――すなわち、市民たちからなる政治的共同体――防衛における肉体的私戦


















（28）　前掲注26, Introduction, p. xxxi.
（29）　前掲注26, p. 129 & pp. 275⊖276. なお、レグナーノのヨハネスは、人間の肉体的戦争の分類を提
示する際に、それが 1 世紀前にトマス・アクィナスとホスティエンシスにより提示されていたも
のであると明確に述べていないというのは、ホランドが指摘しているところである。前掲注25, 
Introduction, p. xxxi. しかし、第76章の末尾において、いずれの戦争の正当性に関する先行議論と
して、レグナーノのヨハネスは、上の 2 名に加え、インノケンティウス 3 世やローマのエギディ















争」の中で、著者により明確に合法的であるとされたのは、（ 1 ）、（ 2 ）、
（ 4 ）、（ 7 ）であり、明確に違法とされたのは（ 5 ）、（ 6 ）である。（ 3 ）に関
して著者は、「責任ある者から正義な裁判が得られない場合、戦争が宣言され
うる。なぜなら、救済のための手段に訴えるのである」と述べている（30）。








（30）　前掲注26, p. 129 & p. 276. ただし、この記述は本文中で示した 7 種の戦争のうち（ 3 ）の直後
ではなく、第76章の最後部に置かれた補足説明であることは留意すべきである。
（31）　前掲注26, pp. 85⊖91 & pp. 224⊖231.
（32）　前掲注26, pp. 91⊖92 & pp. 231⊖233.























（33）　前掲注26, p. 92 & p. 234.
（34）　前掲注26, p. 130 & p. 277.
（35）　前掲注26, p. 131 & p. 278.
（36）　1 Corinthians 12:12⊖14; Ephesians 4: 1⊖16.
（37）　ラテン語 “civitas” はしばしば「都市」あるいは「国家」とも訳されるが、本稿では近代的国家
との概念的混同を避けるため、「市民共同体」の訳語を当てる。
（38）　前掲注26, pp. xxx, 310, 367, 368.













3 　第 5 論文「復仇について（De Represaliis）」
（ 1 ）第 3 部分――質料因
　「復仇」に関する第 5 論文の題目は、「神秘的身体を防衛するために行われる
個別的戦争、すなわち復仇について」となっている。この論文は 4 つの部分に
大別される（40）。第 1 部分で、復仇が実行される根拠について、第 2 部分で、復
仇の諸原因、とりわけ動力因について、それぞれ短く述べられたあと、比較的
に長い第 3 部分と第 4 部分においては、それぞれ、復仇の質料因と復仇の形相
因について論じられている。動力因、質料因、形相因及びの目的因による分析
法には、明確にアリストテレス哲学の影響が見られる（41）。その中でも質料因を





（40）　なお、カーネギー財団『国際法古典叢書』第 8 巻では、第 5 論文が 2 つの部分に大別されると
されているが（前掲注26, p. 201 & p. 366）、筆者は原文との対照から、著者レグナーノのヨハネ
スもしくは編集者によるミスであると考えている。



























（前掲注26, p. 130 & p. 277）。









































































（ 2 ）第 4 部分――形相因
　これらのことから、復仇の根拠となる自然法は、共同体（civitas）の秩序を
定める実定法より上位にあることは明らかであるが、その関係をさらに明確に








（43）　前掲注26, p. 167 & p. 322.
（44）　勝田有恒等編『概説西洋法制史』（ミネルヴァ書房、2004年）、136⊖139頁。
























































橋法学』11巻 1 号、「アルベリコ・ジェンティーリの正戦論――『戦争法論』 2 巻における「形
相因」を中心に」、『一橋法学』12巻 3 号、「アルベリコ・ジェンティーリの正戦論――『戦争法論』
3 巻における「目的因」を中心に」、『一橋法学』15巻 1 号。













































（De Bello, De Represaliis et De Duello）』の中では、戦争（bellum）の概念が、
ありとあらゆる闘争を含む極めて広い事項として考察されているにもかかわら
ず、内戦（bellum civile, guerra civilis）という用語法は 1 回も現れていないので
ある（48）。
（47）　前掲注26, p. 93 & pp. 232⊖233.
（48）　レグナーノのヨハネスの『戦争、復仇と決闘について（De Bello, De Represaliis et De Duello）』
の中で、形容詞の “civilis（-e）” はしばしば使われているが、それと組み合わされている単語は、
“ius civile” か “monarcha civile”（ 1 箇所のみ）しかない。ちなみに、これと同じ用語法の傾向は、
フランシスコ・デ・ビトリアの『インディオと戦争の法について（De indis et de iure belli 
relectiones）』（初版1532年頃）にも見られる。後者には “civilis potestas”, “authoritas civilis ”, “ius 
civile”, “monarcha civile et temporalis” など組み合わせのバリエーションが若干多く見られるもの
の、「市民法（ius civile）」を除けば基本的に「霊的・教会の」の対置概念としての「世俗的」と
の意味で使われている。Francisco de Vitoria, Ernest Nys （ed.）, De indis et de iure belli relectiones, as 
no. 7 of James Brown Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （Washington, 1917）.





















（49）　Pierino Belli, Herbert C. Nutting （transl.）, De re militari et bello tractatus, as no. 18 of James Brown 
Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （Oxford & London, 1936）, 18a⊖19a. なお、以降では
同著の引用につき、前節同様、脚注の中でラテン語原文および英訳のそれぞれの参照箇所を併記
しておく。






















（52）　前掲注49, vol. 1, 表記無頁、vol. 2, p. vii. エマニュエル・フィリベール・ピンゴンはサボイア家
の分家に出身し、ベッリーがサボイア公国の宮廷顧問を務めた（1561⊖1575）ときの知人であっ
たと思われる。





務校のために書き上げた『ペルージャ大学及びオックスフォード大学賛歌 Laudes Acaemiae 
Perusinae）』の中でベッリーに触れている（前掲注 48, p. 12a; Laudes Academiae Perusinae et 
















は、グラティアヌスの教令集第 2 部法律問題23第 2 問第 1 カノンに対する出典
不明の註釈を引用し、不正な戦争に関する判断基準を紹介している（56）。すなわ












































（58）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 7.
（59）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 6.
（60）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 8.



























（61）　前掲注49, vol. 1, p. 3 & vol. 2, p. 8.

























したりすることをすれば、聖職者たる地位を喪失すると述べている（前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, 
p. 9.）。
（65）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9. ベッリーが付した注によれば、バルトルスは学説彙纂第49巻
第15章第24法文に対する註解の中で、これを「第 3 の形での戦争（tertio modo indictur bellum）」
としている、という。
（66）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, p. 9. ベッリーの付した注によると、このバルトルスの観点は学説
彙纂第28巻第 1 章第13法文に対する註解の中で述べられているという。
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（67）　『国際法叢書』の編者によると、これは D. 49. 15. 24, および、D. 50. 16. 234 pr である。前掲注
49, vol. 2, p. 9.
（68）　前掲注49, vol. 1, p. 4: ʻ... cum illa civitas non subsit Imperio...ʼ & vol. 2, 10.
（69）　前掲注49, vol. 1, p. 4 & vol. 2, 10.

























ニ戦争後に起きたカルタゴ人に反抗するマトス（Mathos,? ⊖237 B. C.）とスペ
ンディウス（Spendius,? ⊖238 B. C.）の指導した傭兵戦争に関しては、事情が異
（71）　前掲注49, vol. 1, p. 30 & vol. 2, p. 69.
（72）　前掲注49, vol. 1, p. 5 & vol. 2, p. 10.

























ために、ここで、 1 つの架空の事例を用いている。とある君主が、臣下 A が
（73）　前掲注49, vol. 1, p. 5 & vol. 2, pp. 10⊖11.



























pp. 13a⊖14a, 前掲注55, p. 131. ちなみに第10部分は 2 章に分かれて、それぞれ「平和について（De 
Pace）」と「和約に誰が含まれるか（Pacis foedera ad quos extendantur）」と題されている。前掲注
48, vol. 1, pp. 121, 127.
（76）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, pp. 319⊖320.
（77）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, p. 321.
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述べている。アンカラノのペトルス（Petrus Ancharanus, c. 1333⊖1416）は議論
をさらに一歩進め、皇帝が反乱の首謀者と認定した者に対しては、先に刑罰を
執行してその財産を没収し他人に与えてから正式の手続を開始しても構わない





















（78）　前掲注49, vol. 1, p. 153 & vol. 2, pp. 321⊖322: “...in supremo Principe qui de absoluta potestate ita narrauerit 

























カーネギー財団『国際法古典叢書』第 8 巻に付されたアッリーゴ・カヴァリエーリ（Arrigo 
Cavaglieri）の手による紹介を参照のこと（前掲注49, pp. 22a⊖23a.）。
（80）　この区分をさらに明確化し徹底させたのはアルベリコ・ジェンティーリである。ベッリーが
ジェンティーリに与えた影響は、前掲注17より Alberico Gentili, Gordon J. Laing （transl.）, De 
legationibus libri tres, as no. 12 of James Brown Scott （gen. ed.）, The Classics of International Law （New 
York & Oxford, 1924）の中でより強く表れている。ベッリーのジェンティーリに与えた影響につ
いて、カヴァリエーリも指摘している（前掲注49, pp. 20a⊖21a.）。

























して以下の 4 点が用いられていたと考えられる。すなわち（a） 内戦が起きる
舞台は緊密な政治的法的共同体＝国家である。（b） 内戦の当事者は当該国家の
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